予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：保健体育費　目：体育振興費
	事業名　幼児の体力向上支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　教育委員会　体育健康課　学校体育安全係　電話番号：058-272-1111（内3591）

　　　　　　　E-mail： c17769@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　       519千円（前年度予算額： 0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	519
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	519

	決定額
	519
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	519


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
全国的に子供の体力低下が深刻な問題である。とりわけ本県の児童の体力は、全国平均よりやや劣るという傾向がみられ、体力が低い原因の１つに、幼児期の運動経験の少なさが考えられる。

幼児期に体を動かして遊ぶ機会が減少することは、その後の児童期、青年期への運動やスポーツに親しむ資質や能力の育成の阻害に止まらず、意欲や気力の減弱、対人関係などのコミュニケーションをうまく構築できないなど、子供の心の発達にも重大な影響を及ぼすことになる。

今後、幼児が自発的に遊んだり、体を動かしたりすることができるように保育所や幼稚園等での取組を充実させる必要がある。幼稚園等での取組を充実させる必要がある。
（２）事業内容
①プロジェクトチームの発足

　　文部科学省が示している「幼児期運動指針」に基づいた実践的な教材を研究、開発する。

　　　　　検討委員会：大学教授１人、幼稚園教諭等４人、指導主事１人

　　　　回　　　数：４回

　②幼児期の運動遊び充実ハンドブックの作成

運動遊びのプログラムを刊行物にまとめ、幼稚園等に配付する。

　　　　　配　布　先：県内保育所及び幼稚園、市町村担当課

　　③幼児運動遊び指導者講習会の開催

　幼稚園教諭等に対し、刊行物に掲載した多様な動きを取り入れた運動遊びの方法等の伝達を行う。

　　　　　講　習　会：県内２カ所で実施

（３）県負担・補助率の考え方

県10/10
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	112
	講師謝金

	旅費
	155
	検討委員会及び派遣旅費

	需用費
	233
	消耗品費、会議費、印刷製本費

	使用量及び賃借料
	19
	会場使用料

	合計
	519
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　運動遊び好きな幼児を育成することにより、小学校や中学校でも運動を愛好するとともに、安定した体力レベルを維持し、心身ともに「生きる力」をそなえた子供の育成を図ります。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	全国・体力運動能力、運動習慣等調査
	２５位
（H25）
	（H  ）
	（H  ）
	２４位
（H26）
	１０位以内
（H30）
	４２％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・検討委員会（４回）…検討委員６人
・幼児運動遊び指導者講習会（２回）…参加者のべ１８６人


（前年度の成果）

	・幼稚園や保育所の指導者にとって、運動遊びに関して研修する機会がないため、研修会にのべ１８６人の希望者が参加した。

・次年度も開催してほしいという声が多い。
・幼児期の運動遊びの充実に向けて、岐阜大学：春日准教授をはじめ、検討委員会を組織することができた。




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　Ｈ２４に国が「幼児期運動指針」を示したように、幼児期の運動遊びの経験が、その後の運動習慣や体力状況に影響を与えていることがわかっている。本県ではこれまでに取り組んでいない事業であるため、実効性があると考えられる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　講習会参加者の声からも、今後、本事業の成果が上がっていくと考える。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　２地区で講習会を行うことにより、県内広い地域より参加者を募ることができた。


（今後の課題）

	・Ｈ２６年度は、県内２地域で指導者講習会を開催した。他地域からのニーズがあるため、他地域でも講習会を実施したい。また、「運動遊びガイドブック（仮称）」を作成し、県内各園・所に広める必要がある。



（次年度の方向性）
	・県内２地域で指導者講習会を開催する。
・検討委員会で幼児期に取り組むとよい運動遊びを研究し、「運動遊びガイドブック（仮称）」に掲載する。
・作成したガイドブックを県内の各幼稚園・保育所に配付し、各保育園・保育所で活用していただく。



